
第７期介護保険事業計画に記載した「取組と目標」に対する自己評価シート（令和元年度実績）

市町村名 大和市　
所属名 人生100年推進課、介護保険課
担当者名 菊池、島田

046-260-5611、5168

メール
ke_jinse@city.yamato.lg.jp
ke_kaigo@city.yamato.lg.jp

※「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（平成３０年７月３０日厚生労働省老健局介護保険計画課）」の自己評価シートをもとに作成

区分 現状と課題
第７期における具体的な取

組
目標

（事業内容、指標等）
第7期計画
掲載ページ

実施内容 自己評価 評価理由 課題と対応策

①自立支援、介護予
防、重度化防止

②介護給付等費用
の適正化

（リストから選択）

「区分」に関する施策を設定した背景や地
域課題を記載してください。地域課題を生
み出している要因なども併せて記載してく
ださい。

複数の取組にまたがる場合は、適宜セル
を結合してください。

「現状と課題」に記載した課題
等を解決するため、介護保険
事業計画に記載した具体的な
取組を記載してください。

※１つの行に１つの取組を記
載してください。複数取組があ
る場合は行を追加してくださ
い。

「具体的な取組」の目標を記載願います。
（第７期介護保険計画等に記載した目標）

（「進捗管理の手引き」38ページ２（1）
④参照。）

取組と目標が
記載されてい
るページを記
入してくださ
い。

取組と目標に関する具体的な実績（年度末
実績）を記載願います。

市町村で設定した評
価基準（例：達成率
90%以上=A、70～
89%=B…)に基づく評
価結果を記載してくだ
さい。

なお、評価基準を下
段に記載願います。

自己評価の評価理由を記載してくださ
い。

記載に当たっては、「進捗管理の手
引き」39ページ（２）②のⅰ～ⅳの視
点を参考にしてください。

達成できなかった（あるいはできた）要因、今後の対応策等、
「進捗管理の手引き」39ページ（２）③のⅰ～ⅵの視点
を参考に記載してください。

○：90%以上
△：70％以上～90%
未満
×：～70%未満
※ただし、数値実績
が評価基準に達し
ていない場合でも、
事業の見直し等に
より、実質的に目的
を達成している（数
値以上の成果が上
がっている）場合に
は、この評価基準
外の評価をします。

令和元年度（年度末実績）第７期介護保険事業計画に記載の内容

記入方法

別添
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区分 現状と課題
第７期における具体的な取

組
目標

（事業内容、指標等）
第7期計画
掲載ページ

実施内容 自己評価 評価理由 課題と対応策

令和元年度（年度末実績）第７期介護保険事業計画に記載の内容

①自立支援・介護
予防・重度化防止

高齢者が活躍できる場や
機会の提供

生活支援体制整備における第2層協議
体の設置数
　平成30年度　5か所
　令和元年度　6か所
  令和２年度 　7か所

P13

地域で開催される会合に出席し、協議体
として運営できるよう支援している。

生活支援体制整備における第2層協議体
の設置数
　平成30年度　5か所
  令和元年度　5か所

【△】 達成率　83%

生活支援体制整備の第2層協議体
の設置数は、目標より１か所少ない
ため△となったが、既に調整が進
み、Ｒ２年度中に１か所増える見込
みとなっています。

＜課題＞第2層の協議体を設置するにあたり、自主的
な運営が求められるが、地域によって特徴・事情が違
い、かつ運営に関するノウハウの蓄積がまだないことが
課題となっています。

＜対応策＞
他地域で培ったノウハウを生かし、それぞれの地域特
性にあった推進を行っています。

①自立支援・介護
予防・重度化防止

介護予防・日常生活支援総
合事業（介護予防・生活支
援サービス事業）の充実

運動機能向上、口腔機能向上、脳活性
化等（通所型サービスC）に短期集中的
（4ヶ月）に取り組む予防サービスの開
催回数と参加人数
　
　【運動機能向上講習】
　　　　　　　　　開催回数　　参加人数
平成30年度　　 18回　　　　　180人
令和元年度　　 19回　　　　　190人
令和２年度    　20回　　　　　200人

　【口腔機能向上講習】
　　　　　　　　　開催回数　　参加人数
平成30年度　　  6回　　　　　　 60人
令和元年度　　  7回　　　　　　 70人
令和２年度     　8回　　　　　　 80人

　【心身機能向上講習】
　　　　　　　　　開催回数　　参加人数
平成30年度　　 18回　　　　　180人
令和元年度　　 19回　　　　　190人
令和２年度    　20回　　　　　200人

P30、31

事業を社会福祉法人、民間事業所等に
委託し、65歳以上の要支援者及び基本
チェックリストにより総合事業の利用が適
当と判断された方に、運動や口腔、心身
機能の向上を目指した短期間集中的
（4ヶ月）に取り組む予防サービスを実施
している。

運動、口腔、脳活性化等（短期集中）予
防サービスの開催回数と参加人数

　【運動機能向上講習】
　　　　　　　　　開催回数　　参加人数
平成30年度　 　 20回　　　　　161人
令和元年度　　  20回　　　　　168人

　【口腔機能向上講習】
　　　　　　　　　開催回数　　参加人数
平成30年度　 　  8回　　　　　   58人
令和元年度　　   8回　　　　　   60人

　【心身機能向上講習】
　　　　　　　　　開催回数　　参加人数
平成30年度　 　17回　　　　 　156人
令和元年度　　 18回　　　　 　163人

【〇】達成率　90%以
上

運動、口腔、脳活性化等（短期集中）
予防サービスの開催回数と参加人
数は、をほぼ達成できているため。

＜課題＞
65歳以上の要支援者及び総合事業の対象となる方を
把握し、介護予防を推進していくことが課題となってい
ます。

＜対応策＞
対象者の把握方法として、介護予防アンケートを2年に
1回程度実施し、介護予防事業の対象者を把握し、介
護予防の取り組みを行っています。

①自立支援・介護
予防・重度化防止

介護予防・日常生活支援総
合事業（一般介護予防事
業）の充実

介護予防の重要性を周知するセミナー
の開催回数と参加人数

　【栄養セミナー】
　　　　　　　　　開催回数　　参加人数
平成30年度　　 15回　　　　　225人
令和元年度　　 16回　　　　　240人
令和２年度    　17回　　　　　255人

　【運動セミナー】
　　　　　　　　　開催回数　　参加人数
平成30年度　 　50回　　　　　500人
令和元年度　　 55回　　　　　550人
令和２年度    　60回　　　　　600人

　【口腔セミナー】
　　　　　　　　　開催回数　　参加人数
平成30年度　 　15回　　　　　150人
令和元年度　　 17回　　　　　170人
令和２年度    　19回　　　　　190人

　【認知症予防セミナー】
　　　　　　　　　開催回数　　参加人数
平成30年度　 　  5回　　　　　125人
令和元年度　　   5回　　　　　125人
令和２年度    　  5回　　　　　125人

P32、33

65歳以上の方を対象に、介護予防の重
要性を周知するためのセミナーを開催し
ている。

介護予防セミナーの開催回数と参加人
数

　【栄養セミナー】
　　　　　　　　　開催回数　　参加人数
平成30年度 　　19回　　　　　252人
令和元年度　　 19回　　　　　266人

　【運動セミナー】
　　　　　　　　　開催回数　　参加人数
平成30年度　 　 81回　　　　  939人
令和元年度　　  78回　　　　　871人

　【口腔セミナー】
　　　　　　　　　開催回数　　参加人数
平成30年度　 　 20回　　　　  234人
令和元年度　　  20回　　　　  260人

　【認知症予防セミナー】
　　　　　　　　　開催回数　　参加人数
平成30年度　 　  5回　　　　　134人
令和元年度　　   5回　　　　　169人

【〇】達成率　100%
介護予防セミナーの開催回数と参加
人数は、目標を達成できているた
め。

＜課題＞
元気な高齢者が、自身が介護予防に取り組むために必
要な知識を身につけ、身近な場所で気軽に活動を継続
していていくことが課題となっています。

＜対応策＞
介護予防の講座については、市の広報等で周知を行っ
ている。また、高齢の方の活動の場として、自治会や社
会福祉協議会、地区社会福祉協議会、老人クラブ等の
活動の場を把握し、市のホームページに掲載し、定期
的に情報を更新しています。

本市は平成31年4月時点で高齢化率が
23.7%を超え、今後も増加し続けてい
くと見込んでいます。約4人に1人が
高齢者という現状において、高齢者
がいきいきと過ごせ、活躍できるよ
うな取り組みを行うことが求められ
ています。また、多様なニーズに対
応するため、介護保険事業者、NPO法
人、地域福祉組織等が各役割に基づ
き、支援する仕組みづくりが必要な
ことに加え、多くの高齢者が介護予
防に取り組むために身近な場所で気
軽に行えるよう工夫することも求め
られています。
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区分 現状と課題
第７期における具体的な取

組
目標

（事業内容、指標等）
第7期計画
掲載ページ

実施内容 自己評価 評価理由 課題と対応策

令和元年度（年度末実績）第７期介護保険事業計画に記載の内容

②給付適正化
・認定調査結果点検：全て
の認定調査票の点検を実
施

認定調査・点検実施率
平成30年度　100%
令和元年度　100%
令和２年度　100%

P67

全ての認定調査票の点検を実施した。

認定調査・点検実施
平成30年度　全件
令和元年度　全件

【○】達成率　100%
計画にある目標を達成できているた
め。

＜課題＞
今後も認定調査件数の増加が見込まれ、効率的かつ
適切な認定調査結果点検の実施が求められます。

＜対応策＞
認定調査員及び職員のスキルアップを図り、認定調査
の質の向上を図るとともに効率的かつより適切に認定
調査結果の点検を行います。

②給付適正化 ・ケアプラン点検

居宅介護支援事業所のケアマネジャー
が作成するケアプランの内容を点検し、
適正な介護保険サービスの提供により
利用者の自立支援の促進や重度化防
止を図るとともに、ケアマネジャーの資
質の向上を図る。

ケアプラン点検実施件数
平成30年度　160件
令和元年度　160件
令和２年度　160件

P69

介護支援専門員（ケアマネジャー）を雇用
し、居宅介護支援事業者が作成するケア
プランを点検することで、介護給付の適
正化、ケアマネジャーの資質の向上を
図った。

ケアプラン点検実施件数
平成30年度　46件
令和元年度　44件

【〇】達成率　100％

　各事業所1件ずつの点検にするこ
とにより、ケアプラン対象者の生活状
況や身体状況等を詳細に把握し、自
立支援や重度化防止を図るために
より良質なケアプランの作成につな
がる助言・指導を行えた。市内全事
業所44件に実施することができた。

＜課題＞
利用者にとって、より良いケアプランを作成するためと
の理解はしていただいていますが、点検に伴い事業所
等の負担はあります。また、抽出したケアプランが点検
の題材としての適性との点で差異が生じます。

＜対応策＞
給付適正化システムを導入することにより、点検を行う
ケアプランの抽出の効率化を図ります。また、システム
活用して抽出条件を厳選し、効果的な指導、助言を行
い、ケアプランの質の向上を図ります。

②給付適正化
・福祉用具購入、住宅改修
の実態点検

福祉用具購入や住宅改修が、要介護
者等の状況や住宅等の状況から必要
か、金額は妥当か、申請の通り改修や
購入が行われたかを審査し、必要に応
じて現地確認をする。

福祉用具購入・住宅改修の実態点検
（書面点検）
平成30年度　全件
令和元年度　全件
令和２年度　全件

P70

福祉用具購入費・住宅改修費の支給申
請について、書面による点検を実施し、
必要に応じて現地確認を行った。

福祉用具購入・住宅改修の実態点検（書
面点検）
平成30年度　全件
令和元年度　全件

【○】達成率　100％
全ての申請に対して、書面による点
検を実施し、必要に応じて現地確認
も実施したため。

＜課題＞
全ての申請の現地確認を行うことは困難です。

＜対応策＞
全ての申請において写真等を添付した書面審査を行
い、疑義の生じた申請については、ケアマネジャーや施
工業者に問い合わせをするほか、現地確認を行いま
す。
さらに、令和２年度からは理学療法士による、訪問指導
等を実施予定です。

②給付適正化
・縦覧点検、医療情報との
突合

国民健康保険団体連合会（国保連）に
委託し、後期高齢者医療制度及び国民
健康保険の入院情報等と介護保険の
給付情報を突合、給付日数や提供され
たサービスの整合性の点検、受給者ご
とに複数月にまたがる支払状況（請求
明細書の内容）の確認を実施。疑義が
ある給付内容について確認し、必要に
応じて事業者に指導する。

縦覧点検・医療情報との突合
平成30年度　全件
令和元年度　全件
令和２年度　全件

P70

国保連への委託による縦覧点検・医療譲
歩との突合

縦覧点検・医療情報との突合
平成30年度　全件
令和元年度　全件

【○】達成率　100％
全ての給付情報について、点検・確
認を行い、必要に応じて事業者への
指導を行ったため。

＜課題＞
情報が膨大であり、全件の給付情報の分析は困難で
す。

＜対応策＞
国保連への委託化により効率化を図っています。

②給付適正化 ・介護給付費の通知

事業者が請求した給付費やサービス内
容を利用者に通知し、事業者の請求誤
りの防止と介護給付に関する啓発を図
る。

介護給付費の通知
平成30年度　4回
令和元年度　4回
令和２年度　 4回

P70
介護給付費の通知
平成30年度　4回
令和元年度　2回

【〇】達成率は
100％

発送を年2回とする代わりに、月遅れ
請求の情報も反映し、より正確な給
付費の通知ができたため。

＜課題＞
介護給付費の通知の元データの作成は国保連に委託
し作成しています。現状は年4回送付していましたが、
国保連のデータ作成時期の都合により月遅れ請求の
情報が盛り込めず、利用者から問い合わせや苦情が
入っていました。

＜対応策＞
国保連のデータ作成時期を市は調整できないため、発
送を年2回とする代わりに、月遅れ請求の情報も取り込
み、より正確な給付費の通知を行いました。

＜現状＞
本市では、今後もしばらくは人口増
加が見込まれますが、高齢化率は
年々増加しており、2025年度では25%
と推計しています。さらに高齢者に
おける後期高齢者の割合も年々増加
傾向にあることから、要介護（要支
援）認定者数についても増加が見込
まれており、2025年における第1号被
保険者の認定者数は12,100人（認定
率22.9%）と推計しています。

＜課題＞
要介護（要支援）認定者の増加が見
込まれることから、高齢者のニーズ
をよく把握し、在宅介護サービスの
充実及び介護施設等の適切な基盤整
備や介護職員の人材確保に努めると
ともに、介護保険サービス事業者へ
の指導等を通して、質の確保・向上
を図り、介護保険サービスを安心し
て受けられるよう環境の整備が必要
です。
あわせて、保険給付費の適正化の取
組を強化し、介護保険制度の公平性
と持続性を確保していく必要があり
ます。
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